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易に統廃合を考えるようにするのではなく、学校に通う子どもを増やす方策をも期待されるよう

になる。そこで「特認校制度」を活用して、児童生徒の少ない学校の人数を増やそうと考えたの

である。その対象は、山間の小規模校だけで、なく、空洞化の見られる中心部の学校についても特

認校制度を適用し、結果、市内の小学校と中学校の計 11校について特認校制度を導入したのであ

る。

またこの事例からは以下のことが明らかになっている。すなわち、特任校によってもたらされ

る第一の特徴は、学校周辺とは離れた、他の地域から児童生徒が通学するということである。つ

まり、地域住民ではない児童生徒と保護者の存在があるということであり、通学面や保護者のP

TA参加に関わる面など、通常の場合とは異なる条件が入ってくることになる。さらに、そのよ

うな学区外通学児童がかなりの多数を占めるようになると、保護者間の意識の違いなども大きな

問題となってきて、学校経営上の対応も変えざるを得ないことも起こるのである。

(3)積極的な“戦略" 一一「チェーンスクールJrパッケージスクール」一一
上記のように「小中一貫教育」や「特認校吊IjJは、いわば自治体の小規模校維持の“戦111各"と

しても機能している。つまり、人口減少に悩む自治体では、小規模校維持は、地域の存続という

重要な一課題と結び、ついているのだが、これは「小中一貫教育Jや「特認校制j としづ“表日の施

策を諮って、“裏"でソ卜規模校維持として機能させるものであり、必ずしも正攻法とはいえなし 1か

も知れない。しかし、今日、冒頭で述べた「人口減少社会Jが自明視されるに至つては、自治体

によっては、むしろ小規模校維持そのものを目的とし、その施策を“表"の“戦11I各"として展開

するということが自治体に課題視されることとなるといえよう。

共同研究である徳島県教育委員会・ l鳴門教育大学 (20l3)が一例といえる。同研究では、同県

の人口減少としづ状況において、学校の維持は、地j或コミュニティの維持の問題と認識される。

すなわち、「子どもの数が減少し小規模化する学校を、コストをかけずに存続させ、かっ教育の質

を保障するJとしづ難しい課題に直面しているのである。同研究のなかで「チェーンスクーノレ」

とは、複数の小規模校を結んで、各校の人的・物的資源を相互に活用することで多様な学びを保

障する学校形態である。すでに述べた、山間過疎に存続する小学校と中学校を小中一期交とする

考え方もこれと同様といえる。また「パッケージスクーノレ」は、学校に限らず、地域の公共施設

を一体化して効率的に運用するというものである。幼稚園や福祉施設、社会教育施設などを学校

と併設し、それぞれのサービスを一体化し、そのことで様々な相互交流も特色として打ち出すこ

とが可能となる。これは従来もいわゆる複合型施設として展開されてきたものを含み得るといえ

る。

また、天笠・貞広グノレーフ。で、取りあげてきた自治体事例 (F町、加藤2012)では、町の2つの

中学校、 4つの小学校を illll全体がドームに覆われた 1つの学校j と見立てている。すなわちパ

スによる児童生徒の移動によって、合同学習を積極的に展開することで、少人数を補って、このこ
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とでむしろ特色を見出し、~~交維持を“戦íl洛"として選択した事例で、あった。これも「チェーン

スクーノレJと通じる取り組みといえる。

3.学校規模の多様性と学校経営の態様

このように、地域によっては自治体の小規模校維持のための“戦略刊が展開され、そのことに

よって今後いっそう学校の規模や形態についての多様性が生じていくことが考えられる。他方、

大規模校についてはどうだろうか。実際、人口減少社会を話題とする場合、小規模佼維持が注目

され、この場合、標準規模や大規模校は議論の対象とならない場合が多い。だが、今日、確かに

大規模校は減少しているといえるが、大規模校が存在しないわけではない。文部科学省によれば、

「従来から 25学級以上の学校を大規模校、 31学級以上の学校を過大規模校とした上で、過大規

模校については速やかにその解消を図るよう設置者に対して促してきて」いるとしている(文部

科学省「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引~少子化に対応した活力ある

学校づくりに向けて~J (案)2015年 1月 19日、 14頁)。

ここで、この指摘による規模の考え方に従って、公立小学校の大規模校について触れたい。(以

下、このパラグラフの数値は、平成26年度学校基本調査から筆者が算出した)。すなわち 25学級

以上の大規模校は、全国の公立小学校のうちの 8.4%、31学級以上の過大規模校は、 2%である。

このように全国的な数値でみれば大規模校、さらには速やかな解消が求められる過大規模校は少

ないように見える。だが、例えば都道府県ごとに見た場合、青森県では大規模校1.3%、過大規

模校0.0%であるが、他方で、神奈川県は、同様に、 20.1%、6.0%になる。ちなみに青森県は6

学級以下の比率は、 30.7%であるが、神奈川県は、同様の数値は 0.8%にすぎない。確かに各都

道府県内でも設置者である市町村の状況がさらに異なるので単純には論じられないが、これら青

森県と神奈川県の数値から見ても、一方の青森県は児童と、そして学級が少ない学校に課題が、

他方で神奈川県は児童と、そして学級が多い学校に課題が、つまりそれぞれ異なる両極の規模の

学校に課題があることは明白である。

いずれにせよ、学校の規模には大小、それぞれ特有の特徴があるなかで、天笠・貞広クツレーフ。

による研究では、規模の相違の中で、学校は一種のマネジメントの“最適化日を図るようにしてい

ると推察した(次頁、図 1 参照)。すなわち一律に 12 学級~18 学級としづ標準があって、そこに

典型的な'判交経営があり、それ以外が特別であるというような見方の方がむしろ適切ではないと

考えるものである。

ここでは詳細な説明は省くが、簡単にこの図の意図するところを指摘したい。天笠・貞広グル

ープでは様々な学校規模を事例として研究してきたが、そこには確かに規模に特有の学校運営の

態様が存在することが明らかとなった。しかし、それ以上に着目すべきは、客観的に与えられて

し1る規模としづ条件を前提にしながらも、学校は規模に規定されるであろうメリットを活かした

経営を、あるいはデメリットを減ずる経営を、それぞれ行おうとするということである。だが、
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そこで採用される札織運営の方策は必ずしも児童数や学級数、教職員数としづ客観的条件にのみ

規定されるわけではない。それどころか、管理職及び教職員の有するそれまでの経験や知識、情

報やアイディアなど、そこで共有される考え方(あるいは考え方が共有されないこと)によって

取捨選択されるといえるのである。こういったいわば学校経営のバリエーションについて、果た

してわれわれはどれだけ研究的に明らかにしてきたといえるだろうか。規模に対する視点が改め

てこういった学校経営研究の根本的な課題に目を向けさせたとはいいすぎだろうか。

〔学校規模小の場合〕

生かす

(時間割)編成

スタップの充実

施設

生徒指導

〈〉
参画意識

コミュニケーション

学区・よ出或

(時間割)編成
参画意識 J1 t¥ 

/ ¥ スタップ
コiュニケーション ¥ ) 

¥ / の充実度
時間・空間的ゆと例 V 

学区・士山或
施設

fJIU週の共有化の工夫
Jri法務の!l占り付けの明併n
タシ
情報共有のための組

織

複数教科担当ないし

免許外で対応

交換授業などi隊員全

体で指導体illiJを組組

重要な分掌を|玲き一人多

役の校務分掌

低・ lヤ・高に学年をブロ

ックイヒ

図1 学校規模と学校組織運営の態様の関連イメージ

(図は、天笠茂ほか(2010)発表レジメによる平井氏による発表担当箇所からの引用)

4. おわりにかえて一一一人口減少社会を背景にした学校経営研究の必要性一一

(1)学校規模の多様性と学校経営のあり方

これまで学校の標準規模は 12~18 学級とされ、これが統廃合の基準や有力な根拠とされてきた。

しかし、実際には児童生徒数 1000人を超える過大規模校があったり、他方で、複式学級を抱える
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極小規模佼が存在したりする。だが、これら 12~18 学級から過大に、あるいは過小に大きく外れ

るような過大規J剣交や極小規模校は「標準的ではない学校」とされ、一種、特殊な条件や状況に

ある学校とされてきたのではないか。そして、このことはわれわれの学校経営研究の在り方にも

反省を迫るものといえるのではないか。つまり、標準的な学校規模にある学校の学校経営を一種

の標準的な、典型的な学校経営の在り方とし、それ以外の規模の、実際には存在しているバリエ

ーションともいうべき、多様な学校経営の態様についてはあまり着目してこなかったのではない

か。本稿で、は、天笠茂ほか(2010)から研究成果(図 1など)を引用している。ここでの手法・ア

プローチの開発など、必要とされる課題は多いと思われるが、規模に応じた多様な学|交経営の態

様に関する研究として成果の一端を示したのではなし¥かと考える。

そしてそこでさらに研:究を進めるなかで見えてきた小規模校の有り様は、子どもの数が減って、

それに合わせたX;]l織運用がある、といった上記の見方に止まらないもので、あった。つまり学校に

は、子どもの有する特性や課題、配置される教職員の構成、さらには地域の意向を反映した学校

経営が求められ、また同時に自治体・行政も「小中一貫教育」や「特認校制度」といった種々の

制度を組み合わせることで、小規模校維持を図る“戦略"を打っている。すなわち校長は、こうい

った様々な環境要因を有した学校における適切な経営を迫られるといえるのである。つまり、人

口減少社会にあって、一方では従来通り、数の論理を優先に、また標準規模を理想として単純に

統廃合の対象と捉えられる小規模校もあれば、他方で地域の存続という一種のミッションともい

うべき課題と結び、ついて積極的な存続維持の対象となる小j刻:莫校もあるのである。

たしかに小規模校維持の課題が地域の政治状況と結びつき、学校統廃合が政治イシュー化し、

そこに何らかの対立や葛藤が生まれることは以前から知られるところで、あって、これを対象とす

る研究(境野・清水:1994、若林 1999など)もあり、このこと自体は目新しいことではない。し

かし、冒頭において述べたように、いよいよ人口減少社会に突入したことが広く、一般において

自明となり、地域・自治体の消滅といった現象が現実にこれから起こるであろう問題として顕在

化された。このような今日的な課題においてみるならば、同時にいっそう学校の存統維持をめぐ

る議論は増加するといえるだろうし、その場合の統廃合・存続の選択については、いっそう学校

の内部、すなわち学オ交経営に関わってくる事項が増えてくることが推察されるのである。つまり、

どちらかといえば、これまでの統廃合が外形的、制度的な基準に従うか、否かとしづ選択(そこ

に政治が含まれる)が中心といえたが、今後の統廃合は、様々な“戦略目を用いて、内的な条件

前の維持、すなわち教育水準を保ち、これを可能とする職員配置を実現し、札織運営を行ってい

くことができるか否かとしづ意味でさJ_:;j交経営に深く関わっていくのではなし¥かと推測されるので

ある 3
0

(2)人口減少社会における多様な学校維持の在り方と学校経営の関係

本文中において見たように「小中一貰教育」や「特認校制度」を活用する小規模校維持は、現
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状の制度のなかで取り得る選択肢を組み合わせた、いわば自治体の“戦略"事例ともいえる。干

のようななかにあって、とりわけ人口減少に悩む地域は、今後いっそう学校維持の“戦略"を練

り上げる必要性に迫られるのではなかろうか。

先の教育再生実行会議の提言(1今後の学制等の在り方についてJ(第五次提言) 平成26年 7

月3日)では、「小中一貫教育学校(仮称)Jを制度化するとともに、 19年間の中で教育課程の区

分を4-3-2や5-4J と弾力的に設定することを可能とすることや、これらを促進するため

の「教職員配置」や「施設整備についての条例二整備jについて述べてしも。このような指摘は、

これまでの検討からも学校維持に関する多様な方策の可能性を示唆しており、とりわけ教育課程

に関する指摘は、すでに品川区や三鷹市など小中一貫教育を進めている自治体など、全国にいく

つかのそういった事例は見られるといえるし、これらを踏まえれば、現在の学習指導要領に見ら

れる学校の裁量IIJ~に大きな変更を迫る必要もないと指摘できる。また、同じく提言において盛り

込まれている免許制度に関する指摘、すなわち「教師が教科等の専門性に応じ、小学校と中学校、

中学校と高等学校などの複数の学校種において指導可能な教科ごとの免許状の創設」ということ

を合わせて考えれば、固としてのナショナノレスタンダードたる学習指導要領の制度とその影響力

を維持しながらも、学校維持に関する人的配置や施設整備面では今後いっそう自治体の判断、そ

の選択肢の幅が大きくなることが示唆されるのではなかろうか。

だが、一方で提言は、学校統廃合を適切に進めることも示唆している。すなわち、「学校が地域

社会の核として存在感を発揮しつつ、教育効果を高めていく観点から、国は、学校規模の適正化

に向けて指針を示すとともに、地域の実情を適切に踏まえた学校統廃合に対し、教職員配置や施

設整備などの財政的な支援において十分な配慮、を行う」とし、「国及び地方公共団体は、学校統廃

合によって生じたj材源の活用等によって教育環境の充実に努めるJと指摘している。

さらにこのほど、文部科学省は教育委員会が小中学校の統廃合を検討する際の指針となる「手

号IJを示した(文部科学省、前掲「手号IJ (案)、 2015年1月 19日)。ここでは、小学校で、6学級

以下、中学で3学級以下の学校は統廃合の適否を「速やかに検手jする必要がある」と明記したほ

か、通学範囲についても、「おおむね1時間以内」としてスクールパス等による通学を想定して、

これまでよりも遠方の学校との統廃合の可能性を広げているといえる。一方、「地j或コミュニティ

の核としての性格への配慮」として、「特に山間へき地、離島といった地理的な要因や、過疎地な

ど学校が地域コミュニティの存続に決定的な役割を果たしている等の様々な地域事情により、学

校統合によって適正規模化を進めることが困難であると考える地域や、小規模校を存続させるこ

とが必要であると考える地域 一旦休校とした学校をコミュニティの核として再開することを検

討する地域なども存在するところであり、こうした市町村の判断も尊重される必要」があるとも

指摘している(文部科学省、前掲「手引きJ(案)、 3頁)。

以上の政策的な流れからは、一方で統廃合に係る、固としての適正な「指針」をもって統廃合

を推進する側面と、他方で何らかの「支援Jをもって、地域の判断によっては学校を維持するこ
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とが可能な制度環境にあるとも指摘し得る。とりわけ設置者である自治体にとっては、地域の状

況を見ながらも、統廃合か、存続か、何を持ってこれを判断すべきか、難しい状況に置かれる可

能性が増すといえるのではないか。そのなかでまさに学校を維持する学校経営の多様な有り様と

可能性を探究することは、今後のさま斗交経営研究にいっそう求められてくると思われる。

注

]文部科学省調査(市町村教育委員会回答 (n二1763)、2010年 11月 l日)によれば、小司コ連携や

小中一貫iこ関する取り組みでは、「教育委員会として小中 9年間を通じた教育課fjtf，編成の方針を
定めているJ(3. 3%) あるいは「小・中学校を一体的に運営するための組織(100学園J等)
を設けているJ(2. 7%)ところは全体としてみれば少ないといえる。だが、「教育委員会として

IJ叶コ連携を推進するための方主十や計画を定めているJ(33. 1 %)や「具校種間の教員の乗り入れ

授業を計画的、継続的に実施した学校があるJ(36.4%)など、つまり「し¥ずれかの取組を行っ

ている市町村J(72.4%)は、回答全体の4分の3近くに達しており、小中連携に関する実績と

いうだけでなく、今日の児童生徒の抱える様々な問題を解決するためのひとつの方策として受

け止められ、取り組まれていることがわかる。つまり、小中連携や小中一貰は非常に広範囲に

行われている実態はすでに存在しているし、このことはマネジメントの多様な実態が存在する

ことの裏打ちといえるのではなかろうか。

2 文部科学省による調査では、学オ交選択制の種類については、以下のものがある。自由選択制

当該市町村内の全ての学校のうち、希望する学校に就学を認めるもの ブロック選択制:当該

市町村内をブロックに分け、そのブロック内の希望する学校に就学を認めるもの、隣接区域選

択制:従来の通学区域は残したままで、隣接する区域内の希望する学校に就学を認めるもの、

特認校制:従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、通学区域に関係なく、当該

市町村内のどこからでも就学を認めるもの、特定地域選択制:従来の通学区域は残したままで、

特定の地域に居住する者について、学校選択を認めるもの、である(平成 24年度調査 文部

科学省説明資料より)。

:3 I学校適正規模・適正配量政策環境の不確実性が高まっている」なかで¥政策における「アイ

ディアとそれに基づく具体的な政策内容を構成する、教育目的、学校規模・配置、学校経営な

どが相互依存関係にある」というのが、天笠・貞広を代表とする研究グノレーフ。の基本的な立場

である(水本2012)。また波多江.) 11上(2014)は、人口減少社会においては、「社会全体で労働

力一人当たりの生産性をヲiき上げていくことが必要」とされるなかで、今後、「学校制3織が教員
の職能開発に及ぼす影響」、すなわち「ミドルリーダーの活用やその育成、職能開発を促す札織

的・制度的サポートの重要性等が研究課題」とし、「また、求められる人材・教師像の変容可能

性」も考えられることから、「校長や教師の専門職基準に関する漸次的芹考の必要性」や「教育

課程・カリキュラムへの影響」も考える必要が生じると指摘している。すなわち学校規模に関

わって学校経営の様々なバリエーションが問われれば、そこで必要とされる人材やまたその育

!求方法にも関わってくるといえる。
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